
魚種（海域）：スケトウダラ（日本海海域） 

担当水試：稚内水産試験場 

 

要約表 

評価年の基準 

（2013 年度） 
資源評価方法 

2013 年度の 

資源状態 

2013～2014 年度 

の資源動向 

2013 年 4 月 1 日 

～2014 年 3 月 31 日
資源重量 低水準 増加 

＊生態については，別紙資料「生態表」を参照のこと。 

 

１．漁業 

(1) 漁業の概要 

スケトウダラの最近の漁業別漁獲量割合を図 1，主要漁業の操業隻数の推移を表 1 に示

す。沖合底びき網（以降沖底と略す）漁業による漁獲は，全体の 58%を占める。沖底漁業

は 6 月 16 日～9 月 15 日の禁漁期間を除く周年，稚内および小樽根拠の漁船により積丹半

島以北の海域で操業している。漁獲物は 2 歳以上の未成魚および成魚で春と秋に漁獲のピ

ークがあったが，漁獲量が TAC に限りなく近くなった 2009 年度以降，4～6 月の割合が非

常に高くなっている。沿岸漁業は，4 歳以上の産卵群を主対象とするはえ縄や刺し網漁業

により，産卵期を含む 11～3 月に行われている。このうち，岩内湾と檜山海域の知事許可

漁業のすけとうだらはえ縄漁業は漁獲量の 18%を占める。刺し網漁業（知事許可漁業のす

けとうだら刺し網漁業を含む）は稚内市～福島町の沿岸各地で行われており，漁獲量の

19%を占める。後志海域において底建網，留萌海域においてえびこぎ網漁業によっても漁

獲される。 

 

(2) 現在取り組まれている資源管理方策 

ア）1997 年より TAC 対象種に指定されており，漁獲量が管理されている（表 2）。 

イ）未成魚保護のための資源管理協定に基づく体長制限（体長 30cm 又は全長 34cm 未

満）。体長 30cm 又は全長 34cm 未満の漁獲は 20％を超えてはならず，20％を超える

場合は漁場移動等の措置を講ずることとなっている。 

ウ）檜山海域では産卵直前から産卵期に現れる透明卵（水子）の出現状態に応じて漁

を切り上げて，親魚の保護と産卵の助長を図っている。また産卵場に禁漁区が設け

られている。 

エ）国は，漁業経営を維持継続しつつ実施可能な最大限の漁獲抑制措置をとることに

より，資源の減少に歯止めをかけることを目標とした「スケトウダラ日本海北部系

群資源回復計画」を 2007 年 3 月に策定し，下記の取り組みを実施した。 

○北海道沖合底びき網漁業 

・スケトウダラを目的とした操業を一部削減する（2003～2005 年の操業隻日実績平均
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数の１割削減）。 

・小型魚の漁獲割合や総水揚量が一定量を超えた場合には，操業を自粛する。 

・資源の良好な加入が確認された場合には，期間を定めた休漁等を検討実施する。 

○北海道沿岸漁業（すけとうだら固定刺し網漁業，すけとうだらはえ縄漁業） 

・産卵親魚の保護等，従来から行っている資源管理措置を充実させる。 

○本州日本海北部漁業 

・現状の操業を維持し，漁獲努力量が高まるような操業は行わないよう努める。 

オ）上記エ）に基づき，当計画の円滑な推進を図り，本資源の維持・回復を図るた

め，スケトウダラ日本海北部系群資源回復計画漁業者協議会（沿岸・沖底・道・

国）が設置され，沖底漁業者から下記のさらなる自主的な取り組みが提案され，

2008～2011 年まで実施し，事業終了後も取り組みを継続することが合意された。 

・上記エ)におけるスケトウダラ目的の操業隻日数 1 割削減を 2 割削減とする。 

・一揚網当たり，体長 30cm 未満又は全長 34cm 未満のスケトウダラの漁獲量が，当該

揚網におけるスケトウダラ総漁獲量の 20％を超えた場合には，漁場移動を速やかに

行うが，移動後の揚網においても同様の場合には，当該航海の残りの操業はスケト

ウダラを目的とする操業を自粛する。 

・20％を超えた場合の漁場移動については「他の漁区（農林漁区番号）」へ移動す

る。この場合，曳網日時，緯度経度，操業していた漁区番号，漁場移動した漁区番

号，スケトウダラの漁獲量及び体長 30cm 未満又は全長 34cm 未満のスケトウダラの

漁獲量を回復計画に参加している関係機関に報告する。 

・北海道沖合の日本海での沖底の 1 日当たりのスケトウダラ総水揚量が，一定量（当

面 1 千トンを目安）を超えた場合，翌操業日には沖底各船はスケトウダラ目的の操

業を自粛することになっているが，自主的に一定量を 800 トンまで引き下げる。 

カ）スケトウダラを採捕する「その他漁業」の取り組みについて，関係漁業協同組合

および関係地区・管内漁業協同組合長会において基本合意がなされた。 

・相当量のスケトウダラの来遊がある場合に備え，2010 年度から関係漁協等におい

て，次の①～③による取り組みを行う。 

①道が算定した地域別若干見合量を基に関係総合振興局又は振興局から示された漁協

別若干見合量を参考に，関係漁協は若干見合量超過時の漁獲量抑制に向けた自主的

措置の検討を行うことにより，関係漁業者の数量管理意識の醸成を図る。 

②今後の取り組みに係る参考データとするため，関係漁協は「その他漁業」のスケト

ウダラの混獲状況を把握するとともに，関係総合振興局又は振興局へ報告する。 

③日本海北部系群の資源保護の必要性を踏まえ，関係漁協は，資源管理協定に準じた

小型魚保護の取り組みについて，漁業者を指導する。 

キ）平成 23 年度から資源管理・漁業所得補償対策により，後志総合振興局管内島牧漁

協のすけとうだら固定式刺し網漁業，檜山振興局管内ひやま漁協のすけとうだらは
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え縄漁業について，強度資源管理タイプの総操業日数の上限設定を実施し，漁獲努

力量削減の取り組みを行っている。 

  

２．評価方法とデータ 

・漁獲量，年齢別漁獲尾数および漁獲努力量 

沖底漁業については北海道沖合底曳網漁業漁場別漁獲統計年報を用い，中海区「北海

道日本海」を集計した。沿岸漁業については漁業生産高報告を集計し，2012，2013 年度

については，水試集計速報値，TAC 報告集計値による暫定値を集計した。集計範囲は宗谷

総合振興局の稚内市～渡島総合振興局の福島町とした。ただし渡島総合振興局の八雲町に

ついては日本海に面している熊石地区（旧熊石町）を集計対象とした。 

年齢別漁獲尾数は，沖底漁業（稚内および小樽），後志海域のすけとうだらはえ縄お

よび刺し網漁業，檜山海域のすけとうだらはえ縄漁業の漁獲量と各漁獲物測定データから

年齢別漁獲尾数を求めた。上記以外の漁業の年齢別漁獲尾数は，漁獲物の組成が類似して

いると考えられる漁業の測定データを用いて推定した。 

沖底漁業の努力量を示す指標として，1996 年度以降のスケトウダラを専獲した曳網回

数（全漁獲量の 50%以上となる操業）を集計した。檜山海域のすけとうだらはえ縄漁業の

努力量を示す指標として，延べ出漁隻数と乙部町豊浜地区の延べ使用縄数を集計した。 

・調査船調査 

加入量および産卵親魚量の調査（新規加入量調査）として下記を実施している。 

ア）仔稚魚分布調査 1)，2） 

音響資源調査およびフレームトロール(FMT)調査，0 歳対象，石狩湾以北の日本海

海域，2005～2014 年度 4 月，北洋丸・おやしお丸。後述の VPA による資源解析で

は，0 歳の現存尾数 I0 をチューニング指標として使用。 

イ）スケトウダラ未成魚分布調査 6） 

音響資源調査およびトロール調査，0～2 歳対象，武蔵堆周辺海域，2005～2013 年

度 8 月，北洋丸。後述の VPA による資源解析では，1 歳の現存尾数 I1 をチューニン

グ指標として使用。 

ウ）産卵群漁期前分布調査 3)，4） 

音響資源調査およびトロール調査，産卵親魚対象，北海道日本海全域，1998～

2013 年度 10 月，北洋丸・おやしお丸・金星丸。後述の VPA による資源解析では，

産卵親魚現存量 Bacoust をチューニング指標として使用。 

エ）日本海産卵親魚量調査 5） 

音響資源調査およびトロール調査，産卵親魚対象，檜山海域，2002～2013 年度 12

月，金星丸。 

・資源尾数，重量および産卵親魚重量 

年齢別資源尾数および重量は Pope の近似式 6)を用い，チューニング VPA7）により算出
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した。解析に用いたパラメータを表 3 に示す。0～2 歳の M は，我が国周辺水域の漁業資

源評価 8)に準じて 0.3 とし，3 歳以上は田内・田中の方法 9)から推定した 0.25 とした。 

9 歳以下の資源尾数を（1）式から，最高齢（10 歳以上の＋グループ）と最近年の資源

尾数を（2）式から計算し，漁獲死亡係数を（3）式から求めた。10 歳の資源尾数を（4）

式で算出し 9 歳以下の計算に用いた。 
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ここで a は年齢階級，y は年度をあらわす。Na,y は資源尾数，Ca,y は漁獲尾数，M は自然

死亡係数，Fa,y は漁獲死亡係数を表す。最高齢の 10+歳の F は 9 歳の F に等しいと仮定

し，最近年の 4～8 歳の Fa,2013 は，(5)式で計算した。 
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チューニングの指標として，加入量については調査船調査による 0，1 歳の現存尾数

（I0，I1），産卵親魚量については調査船調査による産卵親魚現存量（Bacoust）を用いた。

各指数の変化傾向と VPA により推定された 0，1 歳の資源尾数および資源重量とが最も適

合するような F を求めた。0，1 歳の資源尾数は（2）式から求め，C0,y, C1,y はどの年も 0

とした。 

I0：4 月の仔稚魚分布調査の 2005 年級群以降の 0 歳の現存尾数， 

I1：8 月の未成魚分布調査による 2005 年級群以降の 1 歳の現存尾数， 

Bacoust：10 月の産卵群漁期前分布調査による 1998 年以降の産卵親魚現存量。ただし，

2002，2012 年は調査範囲が充分ではなく残差計算には含めなかった。具体的には，(6)式

の SSQ を最小とする F2,2013，F3,2013 および F10+,2013 を探索した。産卵親魚は 8 つの年齢階

級から構成されるのに対し，加入は 1 つの階級なのでこれらの項の重みを 1/8 とした。 
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ここで，Bacoust,y は漁期前分布調査で得られた親魚現存量，BVPA,y は VPA により推定された

親魚資源量で 4 月 1 日時点の値とした。q は比例定数，y は調査年，n はデータ年数をあ

らわす。 

 産卵親魚量は，産卵期が漁期の終盤にあることから，次年度の漁期はじめの資源尾数か

ら(8)式により推定した。 
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ここで，Sy は y 年度の産卵親魚重量，Na,y は y 年度，a 歳の漁期はじめの資源尾数，ma は

a 歳の成熟率，wa は a 歳の平均体重を表す。 

・資源動向の判断 

資源動向の判断には 2014 年度の資源重量を推定し 2013 年度と比べて判断した。2014

年度の資源尾数および重量は，2013 年度の数値から前進計算により算出した。新規加入

の 2 歳は，前項イ）の調査結果と資源解析結果との関係から推定した。 

 

３．資源評価 

(1) 漁獲量および努力量の推移 

日本海のスケトウダラの漁獲量は 1979 年度に 15 万トンに達した後減少し，1986 年度

には 8 万トンを下回った。1988～1992 年度に 11～12 万トンと回復したが，1993 年度以降

は再び減少に転じた。2013 年度は前年より 2,105 トン減少し，9,513 トンであった（図

2，表 4）。 

沖底漁業の漁獲量は，1992 年度までは，4～10 万トンの間で大きく変動しながら推移

していたが，1993 年度以降は減少傾向となった。2008 年度以降は TAC 割当相当の漁獲と

なり，2013 年度は 5,595 トンであった。 

沿岸漁業の漁獲量は，1979 年度の 5.7 万トンを最高に減少傾向となり，2005 年度に 1

万トンを切った。2013 年度は前年を下回る 3,918 トンであった。 

沿岸漁業を海域別にみると，檜山海域では 1980 年代後半から 1999 年度まで，1 万トン
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台で推移していたが，2000 年代に入ると 1 万トンを下回るようになった。2008 年度以降

は 3 千トン台で推移し，2013 年度は前年を大きく下回り 1,114 トンであった。後志海域

では 1990 年代に急減後減少傾向となり，2013 年度は石狩湾が 1,235 トン，岩内湾は

1,358 トンであった。松前・福島海域では 2002 年度前後に一時的に増加したが，近年は

漁獲がほとんどない。宗谷・留萌海域では，近年では 300 トン前後であったが，えびこぎ

網漁業などにより 2009，2010 年度と一時的に増えたが,2013 年度は 208 トンとなってい

る。 

・漁獲努力量の推移（表 1，図 3，4） 

沖底漁業の着業隻数は漁場の縮小や資源の悪化に伴い 1981 年度以降大幅に減少してき

た。1985 年までは計 79 隻，1987 年度には 35 隻となり，2000 年度には 23 隻となった。

その後も数年おきに減船し，2012 年度には 9 月から小樽根拠船が減船し 11 隻となった。

スケトウダラを対象とした曳網回数（図 3）は，1996 年度の 7 千回から減少傾向で 2008

年度以降は減船と TAC による漁獲制限を反映して千回を下回っている。また，全曳網に占

めるスケトウダラを対象とした曳網の割合は 1997～2006 年度まで 2002 年度を除いて 20%

程度で推移，2007 年度以降は 10%前後にまで低下している。韓国トロール漁船は 1999 年

度以降，北海道日本海では操業していない。 

沿岸漁業については，古平では 59 隻（1988 年度）から 11 隻（2013 年度），岩内湾で

は 85 隻（1986 年度）から 3 隻（2013 年度）へと大幅に減少した（表 1）。檜山海域のす

けとうだらはえ縄漁業の延べ出漁隻数は 1997 年度の 6,661 日・隻から徐々に減少してい

る（図 4）。2013 年度は 1,205 日・隻と再び減少した。檜山乙部町豊浜における延べ使用

縄数も同様に減少傾向にあり，2013 年度は 2.6 万鉢であった。 

・TAC の推移（表 2） 

TAC 制度が始まった 1997 年度から 2004 年度までの北海道知事管理分 TAC は，2 万～2

万 3 千トン，大臣管理分は 4～5 万トンであった。しかし，資源の悪化に伴って TAC も減

少し，2013 年度は北海道知事管理分，大臣管理分それぞれ 5.9 千トンおよび 6.6 千トン

の合計 12.5 千トンであった（ただし，北海道知事管理量に関しては，管理の対象となる

期間における採捕の総量が 4.9 千トン以内を目安に管理している）。 

 

(2) 現在(評価年)までの資源状態 

・漁獲尾数 

年齢別漁獲尾数の推移を図 5A に示した。1980 年代前半の漁獲尾数は年間 2～3 億尾，

1988～1992 年度には（1990 年度を除く）5 億尾と増加した。1993 年度以降は 3 億尾以下

と少なく減少傾向となった。2001，2002 年度には 1998 年級群の加入，2008，2009 年度に

は 2006 年級群の加入により一時的に増加した。近年は加入が少なく 3 千万尾を割り込ん

でいる。2013 年度の年齢別漁獲尾数は，7 歳（2006 年級群）は，全体の約 4 割以上を占

め 6 年連続漁獲の主体となっている。後続の 4～6 歳の漁獲尾数は少なく，3 歳（2010 年
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級群）が全体の約 2 割を占めた。 

・調査船調査による加入量の情報 

仔稚魚分布調査によって推定された石狩湾以北の北海道日本海における 2006 年級群の

現存尾数は，437 億尾と 2005 年級群以降で最も高い値であった（図 6）。後続の 2007 年

級群は最も少ない 21 億尾，2008，2009 年級群も 34，37 億尾と低かった。2010，2011 年

級群は 114，80 億尾と中程度，2012 年級群は 269 億尾と 2006 年級群に次いで高い発生量

が確認され，2013 年級群は 66 億尾，2014 年級群は 50 億尾となっている。 

未成魚分布調査により推定された 1，2 歳時における現存尾数は（図 7），2006 年級群

が 5.1，13.0 億尾と最も高い値となっている。次に 2005，2010，2011 年級群が続き，

2007～2009 年級群の 1，2 歳時における現存尾数は非常に低い値であった。2012 年級群は

1 歳までの現存尾数が 4.2 億尾と 1 歳時点では 2006 年級群に次いで 2 番目の豊度と推定

されている。これらの年級群豊度の順位は仔稚魚調査の結果と概ね一致している。 

・調査船調査による親魚量の情報 

産卵群漁期前分布調査による産卵親魚現存量は，1999 年度の 25.5 万トンをピークに減

少傾向を示し，2008 年度に 4.7 万トンと最低となった（図 8）。2010 年度には北部海域

で 1998 年以降では最高の 5.2 万トンと増加したことにより，海域全体では 8.9 万トンま

で回復した。2011 年度には前年度よりやや減少し 7.8 万トンとなった。2013 年度は 6.2

万トンと推定され，2006 年度以降の親魚量は低位で推移している。 

北海道日本海で最大の産卵場とされる檜山海域での産卵親魚量調査により推定された

産卵親魚現存量も日本海全体と同様に近年は低位で推移している（図 9）。 

・資源尾数および重量 

VPA により推定された 2 歳以上の資源尾数および重量の推移を図 5B，C に示した。資源

尾数および重量は，1990 年度にかけて 1988 年級群などの高豊度年級群が加入したことで

増加し，資源重量は 1990 年度には 60 万トンを超えた。その後は，加入量の低下にともな

って減少傾向となった。2000 年頃には 1998 年級群の加入により一時的に減少に歯止めが

かかったが，再び減少に転じ，2007 年度には資源重量が 7.1 万トンと最低値となった。

2008 年度以降の資源重量は 2006 年級群の加入により増加に転じ，現在まで 8～10 万トン

の範囲で推移している。 

・年級群豊度の評価 

2 歳の資源尾数を見ると（図 10），1981 年級群以降では 1988 年級群の 15.1 億尾が最

高値である。その後は 10 億尾を超える高豊度年級群は見られず，加入量は徐々に減少

し，2000 年以降は 1 億尾に満たない低豊度の年級群が多くなっている。加入量が減少す

る中でも，1998，2006 年級群のように約 4 億尾と他と比べて高豊度の年級群も発生して

いる。今年度新たに加入した 2011 年級群は 2010 年級群をやや下回ると推定されている。 

・産卵親魚量の推移 

産卵親魚重量は 1989 年度の 23.3 万トンをピークに 1995 年度まで高い水準を維持して
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いたが，1989 年級群以降の加入量の連続した減少を受けて，親魚量も一様に減少を続

け，2007，2008 年度には 3 万トンを切る最低水準まで低下した（図 10）。近年，2006 年

級群の加入により親魚量はやや増加したが，再び減少し始め 2012 年度は 4 万トンを下回

っている。 

 資源量減少のきっかけとなった加入量の減少は，初期減耗の影響が強い要因とされ，海

洋環境との関係が指摘されている 3,10,11)。ただし，本資源は加入量が親魚量に強く依存す

ること 12）から，親魚量を極度に減らしたことが，近年の加入量を少なくしていると考え

られる。特に，産卵親魚量が 4 万トンを下回った 2006～2008 年度に産み出された 2007～

2009 年級群はこれまでになく低豊度であることに注目すべきである（図 11）。 

 

(3) 評価年の資源水準：低水準 

過去 20 年間（1990～2009 年度）の資源重量平均値を 100 とし，100±40 の範囲を中水

準，その上と下を高水準と低水準とした（図 12）。2013 年度の資源水準指数は 27 となり

低水準と判断した。 

 

(4) 今後の資源動向：増加 

2014 年度に 2 歳に加入する 2012 年級群は 2006 年級群に次ぐ高い豊度と予想される。

この 2 歳と VPA から推定した 3 歳以上とを合計して求めた 2014 年度の資源重量は 2013 年

より増加した 10.1 万トンと推定され，増減率 cr2014 は 0.26 となり平均増減率 crave1990-2009

の 0.12 を超えるため，資源動向を増加と判断した。 
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図1 北海道日本海海域におけるスケトウダラの漁業別漁獲割合(%)．
（データは2011～2013年度の平均値）

表1 主要な漁業における操業隻数の推移
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表2 スケトウダラ（日本海海域）TACの推移

集計期間の暦年は1～12月、年度は4～翌年3月．
2011年度以降の知事管理分については，管理の対象となる期間における採捕の総量が
4,900トン以内になるようにすることを目安に管理を行うものとする（北海道）．

表3 資源解析に使用したパラメータ
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表4 北海道日本海海域における漁業別・海域別スケトウダラ漁獲量の推移（単位：トン）

図2 北海道日本海海域におけるスケトウダラ漁獲量の推移．

石狩湾：石狩振興局～後志北部，岩内湾：後志南部
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図3 沖合底びき網漁業（かけまわし）の北海道日
本海海域におけるスケトウダラを対象とした曳網
回数と全曳網に占める割合の推移．

資料：水産試験場調べ．漁獲量の50%以上をスケトウ
ダラが占める曳網回数を集計した．

図4 檜山海域におけるすけとうだらはえ縄
漁業の延べ出漁隻数と，乙部町豊浜におけ
る延べ使用縄数の推移．

資料：水産試験場調べ．久遠，熊石，乙部，
江差，上ノ国地区の合計値．

図5 北海道日本海海域におけるスケトウダラ年齢別漁獲尾数（A），資源尾数（B）および
資源重量（C）の推移. 

（右図は2005年度以降の拡大図）

(A)漁獲尾数

(B)資源尾数

(C)資源重量
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図6 仔稚魚分布調査（ア）により推定された0歳仔
稚魚の現存尾数．

棒グラフは計量魚探と採集結果から推定した現存尾数，
折れ線はFMTネットにより得られた平均採集密度を示す．

（試験調査船北洋丸，4月実施）

図7 未成魚分布調査（イ）により推定された
現存尾数．計量魚探とトロールによる組成から
推定した現存尾数．

(試験調査船北洋丸，8月実施)

表5 仔稚魚・未成魚分布調査による現存尾数

図8 産卵群漁期前分布調査（ウ）による現存量．

北緯43°45分以北を北部とした．2002,2012年度は荒
天により範囲が狭く参考値扱い．
（試験調査船北洋丸および金星丸，10月実施）．

図9 日本海産卵親魚量調査（エ）による現存
量．2009年度は荒天のため実施できず欠測とした．

（試験調査船金星丸，12月実施）．
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図10 VPAによって推定された日本海海域スケトウダラの産卵親魚重量（SSB），
加入尾数（2歳資源尾数）および再生産成功指数（RPS）の推移．

図12 日本海海域におけるスケトウダラの資源水準．

（資源状態を示す指標：資源重量）

図11 1998年級群以降の産卵親魚量と加入尾数の関係．数値は年級群
を示す，2012，2013年級群は加入前のため親魚量のみ▲で表示。
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生態表  魚種名：スケトウダラ  海域名：日本海海域（北部日本海系群）  

    

 

図 スケトウダラ（日本海海域）の漁場図 

 

１．分布・回遊 

石川県以北本州西岸１-3），北海道西岸，サハリン西岸および北部沿海州にかけて分布すると考え

られている4,5)。北海道周辺海域の産卵場で産出された卵，仔稚魚は表層域に分布し，海流によって

北海道北部沿岸域に輸送される6-11)。孵化した年の夏～秋期にかけて浮遊期の主分布域とほぼ重なる

北海道側沿岸の海底付近に分布域を移し（着底），3歳くらいまでの未成魚期を雄冬から利尻礼文島

までの北海道側大陸棚斜面域と武蔵堆周辺海域の中底層で過ごすと考えられている12)。性成熟した

魚は産卵期に産卵場周辺に回遊し，産卵後再び索餌回遊すると考えられている4-6,13-16）。 

 

２．年齢・成長（加齢の基準日：４月１日） 

(３～５月時点)  

満年齢 1 歳  2 歳 3 歳 4 歳 5 歳 6 歳 7 歳 8 歳 9 歳 10+歳

尾叉長(cm) 13 25 31 36 39 41 43 43 44 46

体長(cm) 9 21 27 32 35 38 39 40 41 43

体重(g)  15 113 178 290 377 465 518 538 581 640

（1995～2002年３月～５月における漁獲物測定資料。ただし１歳魚は2005年３月における 

試験調査船おやしお丸の標本測定資料。なお体長は尾叉長から変換式で求めた。)  

                     

３．成熟年齢・成熟体長（年齢は１～３月時点を示す） 

 ２歳から成熟する個体がみられ，６歳以上でほとんどの個体が成熟する。 

（1996～2001年の１～３月における漁獲物測定資料） 

   

４．産卵期・産卵場 

・産卵期：12月～３月であり，産卵の盛期は南で早く北で遅い傾向がある。 

・産卵場：檜山沿岸，岩内湾，石狩湾，雄冬沖，武蔵堆，利尻島・礼文島周辺にあるとされる。た

だし，資源が大きく減少した現在，主要な産卵場は檜山海域で，雄冬以北の産卵場は小規模と考え

られる。 

    

５．その他 

  なし  
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